
消費者契約法（抄）

（直近改正：H23.6.24）

第１章 総則

（目的）

第１条 この法律は、消費者と事業者との間の情報の質及び量並びに交渉力の格差にかんがみ、事業者

の一定の行為により消費者が誤認し、又は困惑した場合について契約の申込み又はその承諾の意思表

示を取り消すことができることとするとともに、事業者の損害賠償の責任を免除する条項その他の消

費者の利益を不当に害することとなる条項の全部又は一部を無効とするほか、消費者の被害の発生又

は拡大を防止するため適格消費者団体が事業者等に対し差止請求をすることができることとするこ

とにより、消費者の利益の擁護を図り、もって国民生活の安定向上と国民経済の健全な発展に寄与す

ることを目的とする。

（定義）

第２条 この法律において「消費者」とは、個人（事業として又は事業のために契約の当事者となる場

合におけるものを除く。）をいう。

２ この法律（第４３条第２項第二号を除く。）において「事業者」とは、法人その他の団体及び事業

として又は事業のために契約の当事者となる場合における個人をいう。

３ この法律において「消費者契約」とは、消費者と事業者との間で締結される契約をいう。

４ この法律において「適格消費者団体」とは、不特定かつ多数の消費者の利益のためにこの法律の規

定による差止請求権を行使するのに必要な適格性を有する法人である消費者団体（消費者基本法（昭

和４３年法律第７８号）第８条の消費者団体をいう。以下同じ。）として第十三条の定めるところに

より内閣総理大臣の認定を受けた者をいう。

（事業者及び消費者の努力）

第３条 事業者は、消費者契約の条項を定めるに当たっては、消費者の権利義務その他の消費者契約の

内容が消費者にとって明確かつ平易なものになるよう配慮するとともに、消費者契約の締結について

勧誘をするに際しては、消費者の理解を深めるために、消費者の権利義務その他の消費者契約の内容

についての必要な情報を提供するよう努めなければならない。

２ 消費者は、消費者契約を締結するに際しては、事業者から提供された情報を活用し、消費者の権利

義務その他の消費者契約の内容について理解するよう努めるものとする。

第２章 消費者契約

第１節 消費者契約の申込み又はその承諾の意思表示の取消し

（消費者契約の申込み又はその承諾の意思表示の取消し）

第４条 消費者は、事業者が消費者契約の締結について勧誘をするに際し、当該消費者に対して次の各

号に掲げる行為をしたことにより当該各号に定める誤認をし、それによって当該消費者契約の申込み

又はその承諾の意思表示をしたときは、これを取り消すことができる。

一 重要事項について事実と異なることを告げること。 当該告げられた内容が事実であるとの誤認

二 物品、権利、役務その他の当該消費者契約の目的となるものに関し、将来におけるその価額、将



来において当該消費者が受け取るべき金額その他の将来における変動が不確実な事項につき断定

的判断を提供すること。 当該提供された断定的判断の内容が確実であるとの誤認

２ 消費者は、事業者が消費者契約の締結について勧誘をするに際し、当該消費者に対してある重要事

項又は当該重要事項に関連する事項について当該消費者の利益となる旨を告げ、かつ、当該重要事項

について当該消費者の不利益となる事実（当該告知により当該事実が存在しないと消費者が通常考え

るべきものに限る。）を故意に告げなかったことにより、当該事実が存在しないとの誤認をし、それ

によって当該消費者契約の申込み又はその承諾の意思表示をしたときは、これを取り消すことができ

る。ただし、当該事業者が当該消費者に対し当該事実を告げようとしたにもかかわらず、当該消費者

がこれを拒んだときは、この限りでない。

３ 消費者は、事業者が消費者契約の締結について勧誘をするに際し、当該消費者に対して次に掲げる

行為をしたことにより困惑し、それによって当該消費者契約の申込み又はその承諾の意思表示をした

ときは、これを取り消すことができる。

一 当該事業者に対し、当該消費者が、その住居又はその業務を行っている場所から退去すべき旨の

意思を示したにもかかわらず、それらの場所から退去しないこと。

二 当該事業者が当該消費者契約の締結について勧誘をしている場所から当該消費者が退去する旨

の意思を示したにもかかわらず、その場所から当該消費者を退去させないこと。

４ 第１項第一号及び第２項の「重要事項」とは、消費者契約に係る次に掲げる事項であって消費者の

当該消費者契約を締結するか否かについての判断に通常影響を及ぼすべきものをいう。

一 物品、権利、役務その他の当該消費者契約の目的となるものの質、用途その他の内容

二 物品、権利、役務その他の当該消費者契約の目的となるものの対価その他の取引条件

５ 第１項から第３項までの規定による消費者契約の申込み又はその承諾の意思表示の取消しは、これ

をもって善意の第三者に対抗することができない。

（媒介の委託を受けた第三者及び代理人）

第５条 前条の規定は、事業者が第三者に対し、当該事業者と消費者との間における消費者契約の締結

について媒介をすることの委託（以下この項において単に「委託」という。）をし、当該委託を受け

た第三者（その第三者から委託（２以上の段階にわたる委託を含む。）を受けた者を含む。以下「受

託者等」という。）が消費者に対して同条第１項から第三項までに規定する行為をした場合について

準用する。この場合において、同条第２項ただし書中「当該事業者」とあるのは、「当該事業者又は

次条第１項に規定する受託者等」と読み替えるものとする。

２ 消費者契約の締結に係る消費者の代理人（復代理人（２以上の段階にわたり復代理人として選任さ

れた者を含む。）を含む。以下同じ。）、事業者の代理人及び受託者等の代理人は、前条第１項から第

３項まで（前項において準用する場合を含む。次条及び第七条において同じ。）の規定の適用につい

ては、それぞれ消費者、事業者及び受託者等とみなす。

（解釈規定）

第６条 第４条第１項から第３項までの規定は、これらの項に規定する消費者契約の申込み又はその承

諾の意思表示に対する民法（明治２９年法律第８９号）第９６条の規定の適用を妨げるものと解して

はならない。



（取消権の行使期間等）

第７条 第４条第１項から第３項までの規定による取消権は、追認をすることができる時から６箇月間

行わないときは、時効によって消滅する。当該消費者契約の締結の時から５年を経過したときも、同

様とする。

２ 会社法（平成１７年法律第８６号）その他の法律により詐欺又は強迫を理由として取消しをするこ

とができないものとされている株式若しくは出資の引受け又は基金の拠出が消費者契約としてされ

た場合には、当該株式若しくは出資の引受け又は基金の拠出に係る意思表示については、第４条第１

項から第３項まで（第５条第１項において準用する場合を含む。）の規定によりその取消しをするこ

とができない。

第２節 消費者契約の条項の無効

（事業者の損害賠償の責任を免除する条項の無効）

第８条 次に掲げる消費者契約の条項は、無効とする。

一 事業者の債務不履行により消費者に生じた損害を賠償する責任の全部を免除する条項

二 事業者の債務不履行（当該事業者、その代表者又はその使用する者の故意又は重大な過失による

ものに限る。）により消費者に生じた損害を賠償する責任の一部を免除する条項

三 消費者契約における事業者の債務の履行に際してされた当該事業者の不法行為により消費者に

生じた損害を賠償する民法の規定による責任の全部を免除する条項

四 消費者契約における事業者の債務の履行に際してされた当該事業者の不法行為（当該事業者、そ

の代表者又はその使用する者の故意又は重大な過失によるものに限る。）により消費者に生じた損

害を賠償する民法 の規定による責任の一部を免除する条項

五 消費者契約が有償契約である場合において、当該消費者契約の目的物に隠れた瑕疵があるとき

（当該消費者契約が請負契約である場合には、当該消費者契約の仕事の目的物に瑕疵があるとき。

次項において同じ。）に、当該瑕疵により消費者に生じた損害を賠償する事業者の責任の全部を免

除する条項

２ 前項第五号に掲げる条項については、次に掲げる場合に該当するときは、同項の規定は、適用しな

い。

一 当該消費者契約において、当該消費者契約の目的物に隠れた瑕疵があるときに、当該事業者が瑕

疵のない物をもってこれに代える責任又は当該瑕疵を修補する責任を負うこととされている場合

二 当該消費者と当該事業者の委託を受けた他の事業者との間の契約又は当該事業者と他の事業者

との間の当該消費者のためにする契約で、当該消費者契約の締結に先立って又はこれと同時に締結

されたものにおいて、当該消費者契約の目的物に隠れた瑕疵があるときに、当該他の事業者が、当

該瑕疵により当該消費者に生じた損害を賠償する責任の全部若しくは一部を負い、瑕疵のない物を

もってこれに代える責任を負い、又は当該瑕疵を修補する責任を負うこととされている場合

（消費者が支払う損害賠償の額を予定する条項等の無効）

第９条 次の各号に掲げる消費者契約の条項は、当該各号に定める部分について、無効とする。

一 当該消費者契約の解除に伴う損害賠償の額を予定し、又は違約金を定める条項であって、これら

を合算した額が、当該条項において設定された解除の事由、時期等の区分に応じ、当該消費者契約

と同種の消費者契約の解除に伴い当該事業者に生ずべき平均的な損害の額を超えるもの 当該超



える部分

二 当該消費者契約に基づき支払うべき金銭の全部又は一部を消費者が支払期日（支払回数が２以上

である場合には、それぞれの支払期日。以下この号において同じ。）までに支払わない場合におけ

る損害賠償の額を予定し、又は違約金を定める条項であって、これらを合算した額が、支払期日の

翌日からその支払をする日までの期間について、その日数に応じ、当該支払期日に支払うべき額か

ら当該支払期日に支払うべき額のうち既に支払われた額を控除した額に年 14.6 パーセントの割合

を乗じて計算した額を超えるもの 当該超える部分

（消費者の利益を一方的に害する条項の無効）

第１０条 民法 、商法（明治３２年法律第４８号）その他の法律の公の秩序に関しない規定の適用に

よる場合に比し、消費者の権利を制限し、又は消費者の義務を加重する消費者契約の条項であって、

民法第１条第２項に規定する基本原則に反して消費者の利益を一方的に害するものは、無効とする。

第３節 補則

（他の法律の適用）

第１１条 消費者契約の申込み又はその承諾の意思表示の取消し及び消費者契約の条項の効力につい

ては、この法律の規定によるほか、民法及び商法の規定による。

２ 消費者契約の申込み又はその承諾の意思表示の取消し及び消費者契約の条項の効力について民法

及び商法以外の他の法律に別段の定めがあるときは、その定めるところによる。

（差止請求権）

第１２条 適格消費者団体は、事業者、受託者等又は事業者の代理人若しくは受託者等の代理人（以下

「事業者等」と総称する。）が、消費者契約の締結について勧誘をするに際し、不特定かつ多数の消

費者に対して第４条第１項から第３項までに規定する行為（同条第２項に規定する行為にあっては、

同項ただし書の場合に該当するものを除く。次項において同じ。）を現に行い又は行うおそれがある

ときは、その事業者等に対し、当該行為の停止若しくは予防又は当該行為に供した物の廃棄若しくは

除去その他の当該行為の停止若しくは予防に必要な措置をとることを請求することができる。ただし、

民法及び商法以外の他の法律の規定によれば当該行為を理由として当該消費者契約を取り消すこと

ができないときは、この限りでない。

２ 適格消費者団体は、次の各号に掲げる者が、消費者契約の締結について勧誘をするに際し、不特定

かつ多数の消費者に対して第４条第１項から第３項までに規定する行為を現に行い又は行うおそれ

があるときは、当該各号に定める者に対し、当該各号に掲げる者に対する是正の指示又は教唆の停止

その他の当該行為の停止又は予防に必要な措置をとることを請求することができる。この場合におい

ては、前項ただし書の規定を準用する。

1．受託者等 当該受託者等に対して委託（二以上の段階にわたる委託を含む。）をした事業者又は他

の受託者等

2．事業者の代理人又は受託者等の代理人 当該代理人を自己の代理人とする事業者若しくは受託者

等又はこれらの他の代理人

３ 適格消費者団体は、事業者又はその代理人が、消費者契約を締結するに際し、不特定かつ多数の消

費者との間で第８条から第１０条までに規定する消費者契約の条項（第８条第１項第５号に掲げる消



費者契約の条項にあっては、同条第２項各号に掲げる場合に該当するものを除く。次項において同

じ。）を含む消費者契約の申込み又はその承諾の意思表示を現に行い又は行うおそれがあるときは、

その事業者又はその代理人に対し、当該行為の停止若しくは予防又は当該行為に供した物の廃棄若し

くは除去その他の当該行為の停止若しくは予防に必要な措置をとることを請求することができる。た

だし、民法及び商法以外の他の法律の規定によれば当該消費者契約の条項が無効とされないときは、

この限りでない。

４ 適格消費者団体は、事業者の代理人が、消費者契約を締結するに際し、不特定かつ多数の消費者と

の間で第８条から第１０条までに規定する消費者契約の条項を含む消費者契約の申込み又はその承

諾の意思表示を現に行い又は行うおそれがあるときは、当該代理人を自己の代理人とする事業者又は

他の代理人に対し、当該代理人に対する是正の指示又は教唆の停止その他の当該行為の停止又は予防

に必要な措置をとることを請求することができる。この場合においては、前項ただし書の規定を準用

する。

（差止請求の制限）

第１２条の２ 前条、不当景品類及び不当表示防止法（昭和３７年法律第 134 号）第１０条又は特定商

取引に関する法律（昭和５１年法律第５７号）第５８条の４から第５８条の９までの規定による請求

（以下「差止請求」という。）は、次に掲げる場合には、することができない。

1．当該適格消費者団体若しくは第三者の不正な利益を図り又は当該差止請求に係る相手方に損害を

加えることを目的とする場合

2．他の適格消費者団体を当事者とする差止請求に係る訴訟等（訴訟並びに和解の申立てに係る手続、

調停及び仲裁をいう。以下同じ。）につき既に確定判決等（確定判決及びこれと同一の効力を有す

るものをいい、次のイからハまでに掲げるものを除く。以下同じ。）が存する場合において、請求

の内容及び相手方が同一である場合。ただし、当該他の適格消費者団体について、当該確定判決等

に係る訴訟等の手続に関し、次条第１項の認定が第３４条第１項第４号に掲げる事由により取り消

され、又は同条第３項の規定により同号に掲げる事由があった旨の認定がされたときは、この限り

でない。

イ 訴えを却下した確定判決

ロ 前号に掲げる場合に該当することのみを理由として差止請求を棄却した確定判決及び仲裁判断

ハ 差止請求をする権利（以下「差止請求権」という。）の不存在又は差止請求権に係る債務の不存

在の確認の請求（第２４条において「差止請求権不存在等確認請求」という。）を棄却した確定判

決及びこれと同一の効力を有するもの

２ 前項第２号本文の規定は、当該確定判決に係る訴訟の口頭弁論の終結後又は当該確定判決と同一の

効力を有するものの成立後に生じた事由に基づいて同号本文に掲げる場合の当該差止請求をするこ

とを妨げない。

（適格消費者団体の認定）

第１３条 差止請求関係業務（不特定かつ多数の消費者の利益のために差止請求権を行使する業務並び

に当該業務の遂行に必要な消費者の被害に関する情報の収集並びに消費者の被害の防止及び救済に

資する差止請求権の行使の結果に関する情報の提供に係る業務をいう。以下同じ。）を行おうとする

者は、内閣総理大臣の認定を受けなければならない。



２ 前項の認定を受けようとする者は、内閣総理大臣に認定の申請をしなければならない。

３ 内閣総理大臣は、前項の申請をした者が次に掲げる要件のすべてに適合しているときに限り、第１

項の認定をすることができる。

1．特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第２条第２項に規定する特定非営利活動法人又

は一般社団法人若しくは一般財団法人であること。

2．消費生活に関する情報の収集及び提供並びに消費者の被害の防止及び救済のための活動その他の

不特定かつ多数の消費者の利益の擁護を図るための活動を行うことを主たる目的とし、現にその活

動を相当期間にわたり継続して適正に行っていると認められること。

3．差止請求関係業務の実施に係る組織、差止請求関係業務の実施の方法、差止請求関係業務に関し

て知り得た情報の管理及び秘密の保持の方法その他の差止請求関係業務を適正に遂行するための

体制及び業務規程が適切に整備されていること。

4．その理事に関し、次に掲げる要件に適合するものであること。

イ 差止請求関係業務の執行を決定する機関として理事をもって構成する理事会が置かれており、か

つ、定款で定めるその決定の方法が次に掲げる要件に適合していると認められること。

(1)当該理事会の決議が理事の過半数又はこれを上回る割合以上の多数決により行われるものとされ

ていること。

(2)第４１条第１項の規定による差止請求、差止請求に係る訴えの提起その他の差止請求関係業務の

執行に係る重要な事項の決定が理事その他の者に委任されていないこと。

ロ 理事の構成が次の(1)又は(2)のいずれかに該当するものでないこと。この場合において、第２号

に掲げる要件に適合する者は、次の(1)又は(2)に規定する事業者に該当しないものとみなす。

(1)理事の数のうちに占める特定の事業者（当該事業者との間に発行済株式の総数の２分の１以上の

株式の数を保有する関係その他の内閣府令で定める特別の関係のある者を含む。）の関係者（当該

事業者及びその役員又は職員である者その他の内閣府令で定める者をいう。(2)において同じ。）の

数の割合が３分の１を超えていること。

(2)理事の数のうちに占める同一の業種（内閣府令で定める事業の区分をいう。）に属する事業を行う

事業者の関係者の数の割合が２分の１を超えていること。

5．差止請求の要否及びその内容についての検討を行う部門において次のイ及びロに掲げる者（以下

「専門委員」と総称する。）が共にその専門的な知識経験に基づいて必要な助言を行い又は意見を

述べる体制が整備されていることその他差止請求関係業務を遂行するための人的体制に照らして、

差止請求関係業務を適正に遂行することができる専門的な知識経験を有すると認められること。

イ 消費生活に関する消費者と事業者との間に生じた苦情に係る相談（第４０条第１項において「消

費生活相談」という。）その他の消費生活に関する事項について専門的な知識経験を有する者とし

て内閣府令で定める条件に適合する者

ロ 弁護士、司法書士その他の法律に関する専門的な知識経験を有する者として内閣府令で定める条

件に適合する者

6．差止請求関係業務を適正に遂行するに足りる経理的基礎を有すること。

7．差止請求関係業務以外の業務を行う場合には、その業務を行うことによって差止請求関係業務の

適正な遂行に支障を及ぼすおそれがないこと。

４ 前項第３号の業務規程には、差止請求関係業務の実施の方法、差止請求関係業務に関して知り得た

情報の管理及び秘密の保持の方法その他の内閣府令で定める事項が定められていなければならない。



この場合において、業務規程に定める差止請求関係業務の実施の方法には、同項第５号の検討を行う

部門における専門委員からの助言又は意見の聴取に関する措置及び役員、職員又は専門委員が差止請

求に係る相手方と特別の利害関係を有する場合の措置その他業務の公正な実施の確保に関する措置

が含まれていなければならない。

５ 次のいずれかに該当する者は、第１項の認定を受けることができない。

1．この法律その他消費者の利益の擁護に関する法律で政令で定めるもの若しくはこれらの法律に基

づく命令の規定又はこれらの規定に基づく処分に違反して罰金の刑に処せられ、その刑の執行を終

わり、又はその刑の執行を受けることがなくなった日から３年を経過しない法人

2．第３４条第１項各号に掲げる事由により第１項の認定を取り消され、又は同条第３項の規定によ

り同条第１項第４号に掲げる事由があった旨の認定がされ、その取消し又は認定の日から３年を経

過しない法人

3．暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第６号に規定

する暴力団員（以下この号において「暴力団員」という。）又は暴力団員でなくなった日から５年

を経過しない者（次号及び第６号ハにおいて「暴力団員等」という。）がその事業活動を支配する

法人

4．暴力団員等をその業務に従事させ、又はその業務の補助者として使用するおそれのある法人

5．政治団体（政治資金規正法（昭和２３年法律第 194 号）第３条第１項に規定する政治団体をいう。）

6．役員のうちに次のいずれかに該当する者のある法人

イ 禁錮以上の刑に処せられ、又はこの法律その他消費者の利益の擁護に関する法律で政令で定める

もの若しくはこれらの法律に基づく命令の規定若しくはこれらの規定に基づく処分に違反して罰

金の刑に処せられ、その刑の執行を終わり、又はその刑の執行を受けることがなくなった日から３

年を経過しない者

ロ 適格消費者団体が第 34 条第１項各号に掲げる事由により第１項の認定を取り消され、又は同条

第３項の規定により同条第１項第４号に掲げる事由があった旨の認定がされた場合において、その

取消し又は認定の日前６月以内に当該適格消費者団体の役員であった者でその取消し又は認定の

日から３年を経過しないもの

ハ 暴力団員等


